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第６章 教師に求められるＩＣＴ活用指導力等の向上 

第１節 教師に求められるＩＣＴ活用指導力等 

「主体的・対話的で深い学び」の実現や情報活用能力の育成のためには，一人一人の

教師が ICT 活用指導力の向上の必要性を理解し，校内研修等に積極的に参加したり，自

ら研鑽（けんさん）を深めたりするとともに，教育委員会等が各学校の研修に積極的に

関わって，教育委員会や教育センター等の研修を充実させることが必要である。本章で

は，教師に必要となる ICT 活用指導力とそれを身に付けるための研修の在り方について

述べる。 
 
１．教師のＩＣＴ活用指導力の重要性  

情報社会の進展の中で，一人一人の児童生徒に情報活用能力を身に付けさせること

は，ますます重要になっている。また，教師あるいは児童生徒が ICT を活用して学ぶ

場面を効果的に授業に取り入れることにより，児童生徒の学習に対する意欲や興味・

関心を高め，「主体的・対話的で深い学び」を実現することが求められている。 
「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学び合い，高め合う

教員育成コミュニティの構築に向けて～」（平成 27 年 12 月中央教育審議会）では，

「ICT を活用した教育」や「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）

の視点からの授業改善」等に対応した教員研修を推進することはもとより，大学の講

義等においては，教員養成の段階からそれらを意識した内容と方法に転換していくこ

とが求められている。さらに，これらを継続的に支える体制として教育委員会と大学

等との連携，協働の大切さが指摘されている。 
また，「第 3 期教育振興基本計画」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）において掲げら

れている「ICT 利活用のための基盤の整備」の測定指標として，「教師の ICT 活用指

導力の改善」が設定されている。 
ICT 活用指導力の基準については，次項で述べる「教員の ICT 活用指導力チェック

リスト」として文部科学省より策定・公表しているが，その範囲は，授業における ICT
活用の指導だけでなく情報モラルの指導ができることや，校務に ICT を活用できるこ

とも含まれている。このことは，教師の ICT 活用指導力が，すべての教師に求められ

る基本的な資質能力であることを意味するものである。 
 

２．教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト 
 文部科学省では，毎年教師の ICT 活用指導力に関してチェックリストを基に調査を

実施しており，授業中に ICT を活用して指導する能力をはじめ，教師の ICT 活用指

導力は着実に増加してきた 。一方で、児童・生徒の ICT 活用を指導する能力につい

ては他の項目と比較してまだ十分ではなく，更なる指導力の向上が求められる。 
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ICT 活用指導力チェックリストは、「ICT を活用した教育の推進に関する懇談会」

報告書（中間まとめ）（平成 26 年 8 月 29 日 ICT を活用した教育の推進に関する懇

談会） や「2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談会」最終まとめ（平成 28
年 7 月 28 日 2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談会1） において，平成 18
年度に策定された調査項目が，昨今の ICT 環境の進展に対応した指標になっていない

ことや，アクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善の観点が不足していること

から，これからの教育にふさわしい指標となるよう調査項目の見直しを進めることが

必要であると指摘がなされた。 
そこで，教師の ICT 活用指導力向上に関する政府方針，大型提示装置や学習者用

コンピュータ等の機器の整備状況など，ICT 活用を取り巻く環境の変化及び「主体

的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善の推進を踏まえ，平成 27 年度「教員

の ICT 活用指導力チェックリストの改訂に関する検討会」，平成 28 年度「教員の ICT
活用指導力チェックリストの改訂等に関する検討会」を経て，平成 18 年度に策定し

た「教員の ICT 活用指導力の基準（チェックリスト）」を平成 30 年度に改訂した。 
改訂後の「教員の ICT 活用指導力チェックリスト」は，「A 教材研究・指導の準備・

評価・校務などに ICT を活用する能力」，「B 授業に ICT を活用して指導する能力」，

「C 児童生徒の ICT 活用を指導する能力」，「D 情報活用の基盤となる知識や態度に

ついて指導する能力」の 4 つの大項目から構成されており，基本的な操作技能の必要

                                            
1 https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/07/__icsFiles/afieldfile/2016/07/29/1375100_01_1_1.pdf 

図 6-1 教師の ICT 活用指導力の推移 
（出展：学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成30年3月現在）） 
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性や協働学習の要素を反映した内容などが新たに追加された。 

 
「A 教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力」は，授業の準

備段階や授業後の評価段階のほか，日常的に行われる文書作成や情報の収集・整理な

どにおいて，教師が ICT を活用する能力についての大項目である。この大項目は，児

童生徒を前にして「指導」している場面ではないことから，狭い意味での「指導力」

には含まれないことになるが，各教科等において効果的に ICT を活用して授業を行う

ためには，授業設計や教材研究，授業評価が極めて重要であることから，広い意味で

の「指導力」の一部と捉え，大項目の一つとしている。 
 
「B 授業に ICT を活用して指導する能力」は，教師が資料等を用いて説明したり

課題を提示したりする場面や児童生徒の知識定着や技能習熟，意見の共有を図る場面

において，教師が ICT を活用する能力についての大項目である。ICT を活用して，児

童生徒の興味や関心を高めたり，課題を明確に把握させたり，基礎的・基本的な内容

を定着させたりするほか，個別学習や協働学習で ICT を活用することは教師にとって

必要な能力である。そこで，教師が授業の中で ICT を活用して授業を展開できる能力

を大項目の一つとしている。 
 
「C 児童生徒の ICT 活用を指導する能力」は，学習の主体である児童生徒が ICT

を活用して学習を進めることができるよう教師が指導する能力についての大項目であ

る。児童生徒が ICT の基本的な操作技能を身に付けることや，ICT を学習のツールの

ひとつとして使いこなし，学習に必要とする情報を収集・選択したり，正しく理解し

たり，創造したり，互いの考えを共有することなどは，児童生徒にとって必要な能力

である。そこで，児童生徒が ICT を活用して効果的に学習を進めることができるよう

教師が指導する能力を大項目の一つとしている。 
 
「D 情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力」は，携帯電話・スマ

ートフォンやインターネットが普及する中で，児童生徒が情報社会で適正に行動する

ための基となる考え方と態度の育成が求められていることを踏まえ，すべての教師が

情報モラルや情報セキュリティなどを指導する能力をもつべきという観点から位置付

けられた大項目である。 
 

児童生徒に基礎的・基本的な知識・技能を習得させるとともに，それらを活用して

課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等を育成し，主体的に学習に取

り組む態度を養うためには，児童生徒が ICT を適切に活用できるようにすること，ま

た，教師が ICT を適切に活用して指導することできることが重要である。すなわち，

教師は，教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力，授業に ICT
を活用して指導する能力，児童生徒の ICT 活用を指導する能力，情報活用の基盤とな

る知識や態度について指導する能力を身に付け，かつ，ICT の特性を理解して指導の

効果を高める方法や，児童生徒の携帯電話・スマートフォンやインターネットの使い
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方の実態等に基づいた適切な指導について，絶えず研鑚（けんさん）を積むことが必

要である。 

 
 

図 6-2 教員の ICT 活用指導力チェックリスト（平成 30 年） 
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改訂に伴い、新たなチェックリストに基づいた「教員の ICT 活用指導力調査」は、

平成 31 年 3 月から実施され、結果は以下のグラフのとおりである。なお、新たな内

容の追加等により前年度との単純な比較はできない。 

 
 

 
３．特別支援教育におけるＩＣＴ活用指導力 

特別支援学校学習指導要領解説において「特別支援学校においては，児童生徒の学

習を効果的に進めるため，児童生徒の障害の状態や特性及び心身の発達の段階等に応

じてコンピュータ等の教材・教具を創意工夫するとともに，それらを活用しやすい学

習環境を整えることも大切である。」と示している。また，加えて「例えば，話し言葉

や書き言葉による表現が難しかったり，辞書や辞典の活用が困難であったりする肢体

不自由の児童生徒には，視聴覚教材やコンピュータなどの教育機器を適切に利用する

こと，弱視の児童生徒には障害の状態に合わせて，各種の弱視レンズや拡大教材映像

装置，文字を拡大するソフトウェア等を活用したり，文字や図の拡大教材や書見台を

利用したりすることなどの工夫が見られる。これらのコンピュータ等の教材・教具を

有効，適切に活用するためには，教師はそれぞれの教材・教具の特性を理解し，指導

の効果を高める方法について，絶えず研究するとともに，校内の ICT 環境の整備に努

め，児童生徒も教師もいつでも使えるようにしておくことが重要である。」とある。こ

のように，障害による困難さに対応した指導を行うためには，様々な支援機器につい

ての知識を高めることが重要である。 
そのためには，教育関係機関だけでなくリハビリテーション分野や工学分野など関

係する他分野から情報を集める必要がある。 
支援機器の活用については，専門的な知識を要する場合があり，個々の教師がその

（出展：学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成31年3月現在）〔速報値〕） 

図 6-3 教師の ICT 活用指導力（平成 31 年 3 月調査） 
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活用を担うのは難しい場合が多い。そこで，研修も重要であるが，支援機器の適用の

ための会議や研修会を開くなど，組織的に支援機器を活用できる体制を整備すること

が望まれる。 
また，そうした教師の ICT 活用指導力を向上させ，授業等において積極的に情報機

器を活用することを促すためにも，専任の情報担当教師の配置や，情報機器のインス

トラクター等によるOJT（On the Job Training：仕事の遂行を通して訓練をするこ

と）等の研修ができる体制を整えることも重要である。 
また，特別支援学校と同様に，小・中・高等学校に在籍する障害のある児童生徒の

指導に当たっても特別支援学校を参考にその専門性を高めることが重要である。 
 

第２節 教師の研修 

１．「校内研修リーダー」養成研修 
ICT 活用指導力の向上を図るためには，日常の教科等の指導において，ICT を効果

的に活用する教育方法の習得に取り組む必要がある。そして，全ての教師が，このよ

うな教育方法を習得していくためには，各学校の校内研修等を通じて浸透させていく

ことが現実的な方法である。ICT 活用指導力の向上を図るための体制を構築するため

には，「校内研修リーダー」の養成が不可欠である。ICT を十分に活用できていない

教師等に対して積極的な活用を働きかけ，ICT の効果的な活用方法を浸透させていく

上で，「校内研修リーダー」は大変重要な役割を果たす。 
文部科学省では，「校内研修リーダー養成のための研修手引き」（平成 27 年 3 月2）

において，校内研修リーダーが，「校内 ICT 環境を基盤として，児童生徒に求められ

る資質や能力の育成に寄与し，児童生徒の変容を教師も児童生徒も実感できる教員研

修」を企画し，実施できるよう，「『校内研修リーダー』養成研修モデルカリキュラム」

（以降，「モデルカリキュラム」という）を示している。また，研修を通じて，「一斉

学習」「個別学習」「協働学習」におけるそれぞれの ICT を活用した学習場面 ，ICT 
活用の意図，本時の展開における「導入」「展開」「まとめ」や単元指導計画のどこで ICT 
を活用するのか，授業者が明確にして授業設計できるようになることを目指している。 
 

（１）「校内研修リーダー」養成研修モデルカリキュラムの内容と特色 

モデルカリキュラム（表 6-1）は次の 10 コマの研修内容で構成されている。これら

10 コマの研修内容のうち，「①推進普及マネジメント」と「②研修計画策定／実施方

法」の２つは，教育委員会，教育センター等で実施されるリーダー養成研修に特化し

たものだが，残りの 8 つは，リーダーとなる教師が，勤務校における校内研修を実施

する際に，そのまま伝達講習できる内容となっている。 
 
 
 

                                            
2https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/08/10/wg3tebiki.pdf 
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No. モジュール名 育成したい能力 所要時間(目安) 

① 推進普及マネジメント 校内マネジメント力 20分 

② 研修計画策定／実施方法 校内マネジメント力 15分 

③ ICT活用デモ ― 5分 

④ 
教育情報化概論 

（教育の情報化の全体像） 

ICT授業設計力3，校内マネジメント力 

ICT活用力4，授業力 
15分 

⑤ 
教育情報化トレンド 

（最新動向） 
ICT授業設計力，校内マネジメント力 15分 

⑥ 先進・優良事例紹介 
ICT授業設計力，校内マネジメント力 

ICT活用力，授業力 
15分 

⑦ 授業ICT活用ポイント 
ICT授業設計力，校内マネジメント力 

ICT活用力，授業力 
15分 

⑧ スキルアップに向けた心構え 
ICT授業設計力，校内マネジメント力 

ICT活用力 
15分 

⑨ ICT活用授業設計 
ICT授業設計力，校内マネジメント力 

ICT活用力，授業力 
10分 

⑩ 授業設計ワークショップ 
ICT授業設計力，校内マネジメント力， 

ICT活用力 
60～80分 

 
 

 

①推進普及マネジメント 

 他の教師への働きかけや組織としてのマネジメントの手段，知識を知ることをねら

いとし，学校での普及に向けた取組ステップや「学習の姿」についての演習などを扱

う。 
 
②研修計画策定／実施方法 

 教師の実態に沿いながら段階的にステップアップするために必要な研修の設計・実

施に関する知識を知ることをねらいとし，推進に当たって見られる取組のステップや

年間指導計画の実例などを扱う。 
 
③ICT活用デモ 

 研修の最初に，効果の一端を実感し，受講意欲を向上させることをねらいとし，ICT
を活用した授業の実例などを扱う。 
 
④教育情報化概論（教育の情報化の全体像） 

                                            
3 「校内研修リーダー養成のための研修の手引き」の「ICT授業設計力」は，授業設計に ICTを活用した授業の組み立て

について多様なイメージを持ち ICTを取り入れることができる能力のことで，「教員の ICT活用指導力チェックリスト」

の大項目のAと関係が深い。 
4 「校内研修リーダー養成のための研修の手引き」の「ICT活用力」は，授業観と ICTを体系的・系統的に結び付けて活

用することができる能力のことで，「教員の ICT活用指導力チェックリスト」の大項目のB（C・D）と関係が深い。 

表 6-1 校内研修リーダー養成研修モデルカリキュラム 
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 教育の情報化に関する基本的知識を知ることをねらいとし，教育の情報化が目指す

もの（3 つの柱）などを扱う。 
 
⑤教育情報化トレンド（最新動向） 

 広い視点での ICT 活用の必要性を知ることをねらいとし，最近の ICT に関する国

の事業の動きや教師の ICT 活用指導力の推移などを扱う。 
 
⑥先進・優良事例紹介 

 学習形態ごとの先進事例の紹介方法を知ることを目的とし，事例を見る上でのポイ

ントや先進地域の事例などを扱う。 
 

⑦授業ICT活用ポイント 

 機器と効果を結び付けることや，ICT を使う場面／使わない場面があることを知る

ことをねらいとし，目的に応じた授業中での ICT の活用や効果ごとの実践例などを扱

う。 
 
⑧スキルアップに向けた心構え 

 ICT 活用のスキルアップに向けて意欲を高めることをねらいとし，現状の確認やス

キルアップに向けた視点などを扱う。 
 
⑨ICT活用授業設計 

授業設計における機器・教材選択のポイントや最小限の準備で日々活用するための

ポイントを知ることをねらいとし，ICT 活用授業設計に当たっての観点や方法などを

扱う。 
  
⑩授業設計ワークショップ 

 効果を実感し，イメージをつかみやすくすることや，活用意図に合わせ方法を吟味

することをねらいとし，ワークショップの実施要項例やワークシート例などを扱う。 
 
なお，モデルカリキュラムは，指導的立場にある者が，自身で講師を務めることが

できるようになっているが，研修カリキュラムの内容によっては，大学や企業，教育

の情報化関連の団体等との連携を図ることでより効果的に実施することができるよう

になる。研修カリキュラムの内容を確認の上，連携可能な外部機関，関連付けができ

そうな出前研修などがないか情報収集し，研修の効果的な実施に努めていく必要があ

る。 

195



第６章   
  教師に求められるＩＣＴ活用指導力等の向上   

 

 
（２）研修カリキュラムの効果的な実施 

「校内研修リーダー」が力を発揮できるように，教育委員会や教育センター等の研

修機関では，各校の研修体制（リーダーが一人ではなく，チームで所属教師をサポー

トする等）を支援し，研修内容を充実させる（地域や学校の状況に応じる等）ことが

必要である。そこで，留意しなければならないことは，「校内研修リーダー」となる研

修受講者が，ICT 活用が得意な教師ばかりにならないようにすることや研修内容が機

器やソフトウェアの操作等に偏らないようにすることなどである。各研修機関は，「『校

内研修リーダー』が，教育の情報化についての理論的・全体的な理解を踏まえながら，

それぞれ自分の役割を理解し，ICT を活用して授業改善を図る」という方向性を明示

しながら，それぞれの地域や学校の特性等に応じた研修が実施できるように配慮して

ほしい。 
各研修機関は，ICT 活用における目標の設定と研修計画の作成に向けて，地域や各

学校における児童生徒の学びの姿や教師の授業実践の傾向，ICT を活用した指導スキ

ルの実態等を把握することが重要である。そのためには，各種調査や「教員の ICT 活

用指導力チェックリスト」等の結果から，現状を分析することが必要となる。また，

ICT 環境の整備状況に応じて，活用できる範囲も異なるため，地域の ICT 環境の整備

状況や整備計画を確認した上で，どのような活用方法が効果的なものとなるのか考え，

見通しを持って具体的な授業設計を行うことが必要である。その上で，ICT を活用し

た授業実践に必要となる働きかけを「校内研修リーダー」が具体的に実践できるよう

に研修目標を設定し，研修計画を策定する。 
研修目標を達成するためには，実施内容や受講者の特性に応じて，グループ演習や

模擬授業，「校内研修リーダー」同士の情報共有等，様々な研修形態を工夫して運営す

ることが大切である。 
また各研修機関は，受講者の理解度や校内研修の実施状況を把握し，研修を評価す

図 6-4 外部機関との連携イメージ 
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る必要がある。その都度都度の研修を適切に評価することで，課題や改善点等を整理

し，以後の研修等の取組みに反映しなければならない。 
研修の実施に当たっては，「教員の ICT 活用指導力チェックリスト」の項目を参考

にして，研修の目標を明確にして，受講者の教師が受講後の授業につなげられるよう

に配慮する必要がある。 
 

２．先進的取組の実例 
 「教員の ICT 活用指導力調査」において自己評価結果や研修の受講状況が高い自治

体や，学校や地域全体で共通理解しながら教師同士が高め合うなど，先進的取組の実

例を記述する。 
「教員養成課程等における ICT 活用指導力の育成のための調査研究」（平成 30 年 3 

月 研究代表者 岡亮衛（国立教育政策研究所研究企画開発部総括研究官））5では，

教育委員会等における ICT 活用指導力の育成の事例が取り上げられている。 
ある県における受講者が受講内容を元に校内研修を実施することを想定した研修で

は，講義の他に実物投影機を活用した校内研修の模擬研修を，3 年間で県下の全情報

教育担当者を対象に実施した。その結果，文部科学省が実施する「学校における教育

の情報化の実態等に関する調査」における教師の ICT 活用指導力について，平成 21
年度から平成 24 年度の 3 年間で，A からE までの 5 項目について約 20％上昇した。 
 別の県では県全体の集合研修を実施した各地域における ICT リーダー候補が，各学

校の ICT リーダー候補に対して研修を行い，校内研修へとつなげている。研修プログ

ラムの具体的事例を収録して解説する研修モジュールを作成し，各学校や各地域で必

要な研修モジュールを組み合わせ，効果的な研修を実施できるようにしている。 
 また，授業公開や講演，指導事例発表会，児童生徒によるプレゼンテーションなど

を実施するイベントを教員研修の一つとして開催し，実践事例や取組を全県で共有す

ることで ICT 活用の具体的な展開を学ぶといった例もある。 
ICT 活用に関する研修は機器の使用方法など単独で行うだけではなく，授業に担任

とは別に ICT 担当と複数で入ることでOJT 的視点の ICT 研修として実施したり，初

任者研修や年次研修など既存の研修の中で実施したりすることも、効率的で有効な方

法と言える。 
 さらに，学校の管理職が学校CIO として活躍できるよう，管理職向けの研修を充実

させ，従来の管理職研修に教育の情報化の視点や内容を盛り込んでいくなどの取組が

求められる。 
 離島や山間地のへき地にある学校では，教育センター等で実施する集合型研修に参

加しにくいことも考えられ，テレビ会議を用いた遠隔研修によって学校を支援するこ

とも考えられる。また，いつでもどこでも研修を進められるよう，国や都道府県，民

間企業がWeb 上で提供するコンテンツを用いて研修を深めることも想定できる。 
 

                                            
5 http://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_digest_h29/rep301211-all.pdf  
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第３節 教師の養成・採用等 

１．教師の養成における取組 
 教師の資質能力の向上において，教員免許状を得るための教職課程の在り方は大変重

要である。 
文部科学省では教育職員免許法施行規則の改正を平成 29 年 11 月に実施し，新たな教

育課題を大学等の教職課程において扱うことを定め，教職課程全体の内容の充実を図っ

ている。情報教育関係について具体的には，大学の教職課程において，「教育の方法及び

技術」に加え，「各教科の指導法」の科目の中でも必ず「情報機器及び教材の活用」を含

めた内容を修得させるようにしている。 
加えて，教職課程で共通的に身に付けるべき最低限の学修内容，達成目標について，

教職課程コアカリキュラムの検討を行い，平成 29 年 11 月に制定した。教職課程コアカ

リキュラムでは，施行規則に定められた事項ごとに全体目標，一般目標，到達目標を設

定し，詳細な教育内容を規定している。情報教育関係について具体的には，各教科の指

導法（情報機器及び教材の活用を含む）に「当該教科の特性に応じた情報機器及び教材

の効果的な活用法を理解し，授業設計に活用することができる」といった到達目標や，

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む）に「子供たちの興味・関心を高

めたり課題を明確につかませたり学習内容を的確にまとめさせたりするために，情報機

器を活用して効果的に教材等を作成・提示することができる」といった到達目標などが

示されている。 
 令和元年度から，本改正を受け，新しい教職課程が大学等で開始されており，各都道

府県等においては，新たな教職課程で学んだ者が教員免許状を取得することを踏まえ、

情報機器及び教材の活用などの教職課程の内容の充実の趣旨を踏まえた準備が必要であ

る。 
 
２．教師の採用について 

ICT 活用指導力を有する教師を確保していくに当たっては，例えば，教師の採用選考

試験において，前述の「教員の ICT 活用指導力チェックリスト」を意識した選考を行う

ことなどの工夫が考えられる。 
また，情報教育に関連して，免許外教科担任の縮小についても計画的な取組が必要で

ある。 
教師は，教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号。以下「免許法」という。）に基づ

いて授与される免許状を保有しなければならず，この免許状は，勤務する学校種及び担

任する教科に相当するものでなければならない（相当免許状主義）。これは，教育基本法

に定める学校教育の目的の達成を，教師の資質能力の面から制度的に担保する原則であ

る。 
免許法附則第 2 項に定める免許外教科担任制度は，取りうる手段を尽くしてもある教

科の免許状を保有する中学校，高等学校等の教師が採用できない場合の例外として，1
年以内の期間に限り，都道府県教育委員会の許可により，当該教科の免許状を有しない

教師が当該教科の教授を担任するものである。 
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 この制度は，相当免許状主義の例外として本来抑制的に用いられるべきものであり，

国，教育委員会，学校におけるこれまでの取組により，長期的には許可件数が減少して

きた。しかしながら，現在でも年間 1 万件程度の許可が行われており，これをできる限

り縮小していくことが必要である。 
また，免許外教科担任によらざるを得ない場合にも，当該教科を担当する教師への支

援を行うことを通じて，できる限り教育の質を向上させることが必要である。 
 免許外教科担任は，中学校では美術，技術，家庭，高等学校では情報，職業に関する

教科を中心に，小規模校において多数の許可がなされている。特に高等学校は情報だけ

で全体の 3 分の 1 を占めている。 
 免許外教科担任の許可等に関する指針（平成 30 年 10 月文部科学省）において，免許

外教科担任制度に係る基本的な方針として，①教師は勤務する学校種及び担任する教科

に相当する免許状を有しなければならないという相当免許状主義の趣旨に鑑み，その例

外である免許外教科担任については安易な許可は行わないことを原則とすること，②教

育委員会においては，免許外教科担任の許可が必要な状況が可能な限り生じないよう，

各学校種，各教科の指導に必要な教師を計画的に採用し，適正に配置すること，③やむ

を得ず免許外教科担任の許可が必要となる場合には，免許外教科を担任する教師に対す

る研修その他の支援策を講じ，当該教師の負担の軽減及び教育の質の向上に努めること

が掲げられている。 
 情報教育の充実の観点から，各都道府県等においては，上記方針に留意するともに，

特に中学校の技術，高等学校の情報の免許状保有者の適切な配置に向け，計画的な採用

が必要である。 
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